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１．はじめに

国立社会保

の後は減少に

に，近年では

と，『人口減

科学―現代

システム』

がもたらす影

障・人口問題研究所の予測に

転じていくとのことである

人口減少経済社会に関する研

少の経済学―少子高齢化がニ

経済の課題』（参考文献３），『

（参考文献４），などがある。し

響とその対応策を論じている

よると，日本全国の人口は

（参考文献１）。この人口減少時

究書物が多数発表された。

ッポンを救う！』（参考文献

「人口減少経済」の新しい公

かし，これらの書物は，基本

ものであり，日本国内にあ

年にピークを迎え，そ

代の到来に合わせるよう

その代表的なものをあげる

２），『人口減少時代の政策

式―「縮む世界」の発想と

的に日本全国の人口減少

る各地域の人口減少の現状

と課題につい

一方，前述

くの法律・政

本法」，

て策定され

れらの法律・

れる課題とそ

ては深く触れていない。

した書物以外には，近年日本

策や研究・調査が公表された

年２月に行われた『少子化に

た子育て支援総合計画『淡海

政策及び研究・調査は，日本

の対策に関して作成されたの

の各中央省庁と地方自治体

。例えば， 年７月に成

関する世論調査』（参考文献５

エンゼルプラン』（参考文献６

全国または特定の地域にお

であるが，日本国内のすべ

からも人口減少に関する多

立した「少子化社会対策基

）， 年に滋賀県におい

），などがあげられる。こ

ける人口減少からもたらさ

ての地域における人口減少
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この種の研究・

方を詳細に検討

方自治体アンケ

立命館経済学

調査を全国範囲で実施すると

する必要があると感じられる

ート調査」はこのような考え

（第 巻・第３ ４号）

ともに，人口減少経済社会に

。本論文で紹介する「人口減

方のもとで着想・企画された

関する地域政策のあり

少経済社会に関する地

ものである。この論文

を通して，地域

を提供すること

前掲の「人口

の人口減少に関する研究・調

ができれば幸いと思われる。

２．自治体

減少経済社会に関する地方自

査及び政策・計画の展開に少

アンケートの概要

治体アンケート調査」は，立

しでも参考となるもの

命館大学社会システム

研究所内にある

金を受けて，

調査票は，日本

（ 件）の

んでいる（詳し

自治体に

人口減少

自治体の

人口減少経済社会研究会が日

年 月に（財）滋賀総合研

全国すべての市町村の総合

％に当たる 件の回答が

くは付属資料を参照のこと）。

おける人口増減の現状と見通

による地域経済社会への影響

人口減少への対応策について

本学術振興会の科学研究費補

究所の協力を得て行ったもの

計画（企画・調整など）部署

得られた。調査票の質問項目

しについて

について

助金及び学内の研究資

である。アンケートの

に郵送され，配布総数

は次のような内容を含

自治体の

国が進め

市町村合

自治体の

このアンケー

ケート調査報告

順次公表される

産業活性化政策について

ている構造改革特区の政策に

併の動向と効果について

行政改革に関する意向につい

ト調査の単純集計の結果は，

書』（参考文献７）にまとめら

予定である。

ついて

て

すでに『人口減少経済社会に

れた。そのクロス集計及び詳

関する地方自治体アン

細な分析結果は，今後

本論文は，主

体の人口減少に

村における人口

に自治体における人口減少の

関する対応策について得られ

減少の現状，影響と対策につ

現状，人口減少による地域経

たアンケート調査の結果を紹

いて分析を行うものである。

済社会への影響，自治

介するとともに，市町

アンケートで行ったほ

表
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市町村人口減少の現状，影響と対策（鄭）

表

かの調査項目

なお，この

また，人

特例市（人口

の結果については，別の論文

論文で用いられる地域区分は

口規模区分については，政令

万人以上）などの人口指標を

３．自治

に譲りたい。

，表１の通りである。

指定都市（人口 万人以上），

参考にして表２のように分

体アンケートの分析

中核市（人口 万人以上），

けることにした。

人口減

「人口減少

３年間に関す

者数）と社会

増減と社会増

まず，人口

少の現状について

経済社会に関する地方自治体

る自治体の人口動態状況を

増減（転入者数―転出者数）を

減に関する回答結果をまとめ

の自然増減状況については，

アンケート調査」では，

聞き，この３年間の（年平均）

自治体ごとに算出した。表３

たものである。

表３の全国合計欄において

年度から 年度までの

自然増減（出生者数―死亡

と表４は，それぞれ自然

は自然減少と答えた自治体

は全体の

年

区分別に見る

自然減少と答

治体はほぼ二

体では自然減

口規模の大き

％を占め，自然増加と答え

度では３分の２以上の自治体

と，北海道，東北，中国，四

えたことが分かり，関東，中

分化しているようである。さ

少が，５万人以上の自治体で

さによって自然増減の明暗が

た自治体の割合（ ％）を大

で人口の自然減少が記録さ

国，九州・沖縄といった地

部，近畿などの都市圏では

らに，人口規模区分別から

は自然増加が半数以上を占

分かれたことが明らかにな

きく上回った。すなわち，

れたのである。また，地域

方圏では大多数の自治体が

，自然減少と自然増加の自

見れば，５万人以下の自治

めていることが示され，人

った。

次に，人口

自治体の割合

についての回

おいて社会減

道，東北，中

上となってい

の社会増減状況を見てみよう

がそれぞれ ％と ％と

答状況とほぼ同じである。す

少が発生していた。また，同

国，四国，九州・沖縄といっ

るのに対して，関東，中部，

。表４の全国合計欄では社

なっており，これは先ほど

なわち， 年度で

様に地域区分別に社会増減

た地方圏においては社会減

近畿などの都市圏において

会減少と社会増加と答えた

述べた自然減少と自然増加

は３分の２以上の自治体に

の状況を見てみると，北海

少となった自治体が半数以

は社会増加と答えた自治体
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立命館経済学（第 巻・第３ ４号）
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市町村人口減少の現状，影響と対策（鄭）
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が３ ４割も存

会減少と答えた

ここにも，人口

立命館経済学

在している。そして，人口規

のに対して， 万人以上の自

規模の大きさによって社会増

（第 巻・第３ ４号）

模区分別で見ると， 万人以

治体では社会増加となったと

減の明暗が分かれたのだが，

下の自治体の多くが社

ころが半数以上である。

分かれ目となった人口

規模は 万人で

がその人口規模

果の一つと言え

人口減少

自治体アンケ

プラスの影響に

あり，自然増減のそれ（５万

と関係していることを示して

る。

の影響について

ート調査では，人口減少によ

分けて自治体の政策担当者の

人）よりずっと大きい。これ

おり，このアンケート調査か

る地域経済社会への影響につ

意見を聞いた。また，このマ

は，自治体の人口増減

ら得られた興味深い結

いてマイナスの影響と

イナスの影響とプラス

の影響とを比較

は，表５ 表７

まず，表５が

たところ，次の

る」（回答自治体

担が増大する」

が増える」（同

ービスの質の低

するために，どちらのほうが

の通りである。

示しているように，人口減少

３つの答えが最も多く選ばれ

数に占める割合は ％），

（同 ％）， 「地方税収が

％）。これは，人口減少に

下及び住民負担の増大が最も

大きいかという質問も設けた

によるマイナス影響について

た。 「若者の減少で地域社

「若者の減少で介護保険や福

減少し，公共サービスの質が

よるマイナス影響として地域

多く懸念されていることを表

。得られた回答の結果

３つまで選んでもらっ

会の活性化が損なわれ

祉給付などへの住民負

低下する，又は，負担

活力の喪失や，公共サ

している。また，地域

区分別に見ると

ことが分かり，

ことや，「労働

に入った。但し

と同じである。

通していると考

一方，人口減

，この３つのマイナス影響は

北海道と四国では，「人口減

力不足により地域産業が低迷

，人口規模区分別においては

したがって上記 のマイ

えて良い。

少によるプラス影響の内容に

ほとんどの地域区分において

少で地域の消費や住宅建設な

する」といったことも上位３

，上位３つのマイナス影響は

ナス影響は，異なる人口規模

ついては，表６で示されてい

も最も多く指摘される

どの需要が縮小する」

つのマイナス影響の中

全国合計ベースの結果

の自治体においても共

るように，次の３つが

最も多く選択さ

地域環境への人

り，少人数の教

問題や交通混雑

人口規模区分別

環境が改善され

きる。

れた。すなわち， 「人口

口圧力が緩和される」（回答

育が可能となり，教育の質

問題などの過密状況が改善

においても同じである。人口

ることがそのプラスの影響と

減少により生活廃棄物（ごみ

自治体数に占める割合は ％

が向上する」（同 ％），

される」（同 ％）。この回答

減少によって地域の自然環境

して全国において最も多く期

など）の排出量が減り，

）， 「子供の減少によ

「都市部では住宅，土地

結果は，地域区分別と

，教育環境，及び居住

待されていると解釈で

最後に，人口

ているように，

スの影響がやや

り，自治体の大

が分かる。この

あり，今回の自

減少によるマイナス影響とプ

「マイナスの影響がより大き

大きい」と答えた自治体の割

多数が人口減少によるマイナ

比較の結果は，これまでの人

治体アンケート調査による独

ラス影響を比較した結果を紹

い」と答えた自治体は全体の

合は ％である。両者を合

ス影響がプラス影響よりも大

口減少に関する調査において

自な結果の一つである。

介すると，表７が示し

％を占め，「マイナ

わせると， ％とな

きいと考えていること

示されていないもので
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表
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立命館経済学（第 巻・第３ ４号）

表
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市町村人口減少の現状，影響と対策（鄭）

表

また，地域区分別に見てみると，北海道，東北，北陸，中国，四国，九州・沖縄といった地方

圏では，「マ

も多いのに対

えた自治体

人口減少によ

人口規模区分

人以下の区分

においては

イナスの影響がより大きい」

して，関東，中部，近畿とい

の割合は全国合計のそれ（

るマイナスの影響についてよ

別においても同様の傾向が見

においては「マイナスの影響

「マイナスの影響がやや大きい

と答えた自治体の割合は全国

った都市圏では「マイナス

％）よりも多いことが分かる

り深刻的に受け止めている

られる。すなわち，全国合

がより大きい」と答えた自

」と答えた自治体とのそれ

合計のそれ（ ％）より

の影響がやや大きい」と答

。地方圏は都市圏よりも

ことがうかがえる。また，

計の割合と比べると，１万

治体と，１万人以上の区分

ぞれの割合の方がより大き

いということ

減少によるマ

このように

別とで明確な

関係している

マイナスの影

である。これは，人口規模の

イナスの影響をより大きく捉

，人口減少によるマイナスの

違いが見られる。これは，先

と考えられる。すなわち，人

響についてもより深刻に受け

小さい自治体は人口規模の

えていることを意味する。

影響の捉え方については，

ほど述べた人口増減の状況

口減少がより進んでいる自

止められているようである

大きい自治体よりも，人口

地域区分別と人口規模区分

と同じであり，人口増減に

治体では，人口減少による

。
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人口減少

人口減少は自

られるために，

立命館経済学

への対策について

然減少（特に出生者数の減少）

人口減少への対策も自然減少

（第 巻・第３ ４号）

と社会減少（転出者数の増加と

に関するものと社会減少に関

転入者数の減少）に分け

するものとに分類する

ことができる。

表８は，その回

然減少と社会減

がとくに重要」

関する政策がと

また，地域区分

くに重要とやや重

自治体アンケート調査では，

答の結果を示している。これ

少に関する政策の両方が同

，又は「やや重要である」と

くに重要」，又は「やや重要

別に見ると，関東地域だけで

要とを含む）と答えた自治体

そのどちらの方が重要かにつ

によると，全国合計において

程度に重要であると答えた。

答えた自治体の合計の割合は

である」と答えた自治体は全

は，「自然減少に関する政策

の割合は「社会減少に関する

いても質問を設けた。

は ％の自治体が自

「社会減少に関する政策

％で，「自然減少に

体の ％を占める。

がより重要である」（と

政策がより重要である」

と答えた自治体

する自治体の方

は社会減少に関

然減少に関する

人口減少への

つまり，近年人

自然減少と社会

人以上の区分に

のそれよりも多いが，その他

が多いようである。さらに，

する政策をより重要とする自

政策をより重要とする自治体

対策の重要性に関する認識は

口の自然減少と社会減少がと

減少に関する政策がともに重

おいては人口の社会増加も存

の地域区分では社会減少に関

人口規模区分別においては，

治体が多いのに対して， 万

が多い。

，人口減少の現状に密接に関

もに全国の多くの自治体にお

要であると認識されている。

在しているために，社会減少

する政策をより重要と

万人以下の自治体で

人以上の自治体では自

連しているようである。

いて発生しているため，

その中で，関東や 万

というよりも自然減少

に関する政策の

では，人口減

自然減少に対す

である。 「子

「保育施策・

％）。また，地

育てや教育のた

方がむしろより重要であると

少への対策の内容について自

る政策については，表９が示

育てや教育に伴う経済負担

事業を充実させる」（同

域区分別に見ると，北海道，

めの地域組織・ネットワーク

受け止められている。

治体がどのように考えている

しているように，最も多く選

を軽減させる」（回答自治体数

％）， 「育児休暇制度を改善

北陸，近畿，中国，九州・沖

を構築する」ことが最も多く

のであろうか。まず，

ばれる政策は次の３つ

に占める割合は ％），

・普及させる」（同

縄などの地域では「子

選ばれる３つの政策の

１つとなってい

ても見られる。

めの地域組織・

次に，社会減

している。

「地域の医療

交流人口を増や

る。この傾向は，１万人以上

これらの地域と人口規模の区

ネットワークを構築する」こ

少に対する政策については，

「地域産業を活性化し，就業

・介護や福祉などのサービス

していく」（同 ％）。また

５万人以下，及び 万人以上

分に属する自治体にとって

とは，非常に重要であること

表 が最も重要とされる３つ

機会を増やす」（回答自治体数

を充実させる」（同 ％），

，ここでも地域と人口規模の

の人口規模区分におい

は，「子育てや教育のた

を意味する。

の政策を次の通りに示

に占める割合は ％），

「観光産業を振興し，

区分別において回答の

違いが見られた

足に対して女性

の政策の１つに

万人以上 万

る」ことが最も

。例えば，地域区分別に見る

や高齢者にとって働きやすい

選ばれている。また，人口規

人以下の区分においては，「

重要な政策の１つに選択され

と，関東，中国，四国といっ

職場環境を整備する」ことが

模区分別に見れば，５万人以

地域の行財政改革を推進し，

た。

た地域では「労働力不

最も重要とされる３つ

上 万人以下，及び

公共サービスを改善す

（ ）



市町村人口減少の現状，影響と対策（鄭）

表
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立命館経済学（第 巻・第３ ４号）

表

（ ）



市町村人口減少の現状，影響と対策（鄭）

表

（ ）



立命館経済学

４．まと

（第 巻・第３ ４号）

めと今後の課題

以上のように

査」から得られ

する結果を分析

きる。

まず第１に，

具体的には，人

， 年 月に行われた「

た，市町村における人口減少

した。結果のポイントは表

人口減少の現状，影響と対策

口減少の現象は自然減少と社

人口減少経済社会に関する地

の現状，人口減少の影響及び

の通りにまとめられ，次の２

について興味深い調査結果が

会減少とを含めて多くの市町

方自治体アンケート調

人口減少への対策に関

点に要約することがで

得られたことである。

村においても発生して

いることである

はプラスの影響

少による地域活

プラスの影響で

れている。さら

要であると考え

も重要と考えて

負担の軽減，保

。また，この人口減少による

よりも大きいと受け止められ

力の喪失，公共サービスの質

は，人口減少による地域の自

に，人口減少への対策に関し

ている自治体が最も多いが，

いる自治体も比較的多い。自

育施策・事業の充実，育児休

地域経済社会への影響につい

ている。ここで，マイナスの

の低下，及び住民負担の増大

然環境，教育環境及び居住環

ては，自然減少と社会減少に

社会減少に関する政策が自然

然減少に関する政策の内容と

暇制度の改善・普及が最も多

ては，マイナスの影響

影響とは，主に人口減

を意味している。一方，

境の改善が最も期待さ

関する政策はともに重

減少に関するそれより

しては，子育ての経済

くあげられている。こ

れに対して，社

共サービスの充

そして第２点

深い特徴が見ら

い区分では，人

は人口増加とな

経済社会への影

会減少に関する政策について

実，観光産業の振興と交流人

は，人口減少の現状，影響と

れたことである。例えば，人

口減少が多く見られているの

った自治体も多数存在してい

響に関しては，地方圏と１万

は，地域産業の活性化と就業

口の増加が最も重要な内容と

対策について地域区分別と人

口減少の現状については，地

に対して，都市圏と人口規模

るのも事実である。その結果

人以下の自治体ではマイナス

機会の増加，地域の公

なっている。

口規模区分別にも興味

方圏と人口規模の小さ

の大きい区分において

，人口減少による地域

の影響がプラスの影響

より大きいと考

響の方がプラス

少への対策につ

より重要と考え

自然減少に関す

とであるが，自

とで違いが見ら

えているところが多いが，都

の影響よりやや大きいとして

いても，関東以外の地域と

ているところが比較的多いの

る政策をより重要としている

然減少と社会減少に関する政

れる。これらの違いは，今後

市圏と１万人以上の自治体に

いるところが比較的多くなっ

万人以下の自治体の中で，社

に対して，関東地域と 万人

ところが比較的多くなってい

策の内容についても，地域区

の人口減少対策の策定におい

おいてはマイナスの影

ている。また，人口減

会減少に関する政策が

以上の自治体の中には，

る。さらに，当然のこ

分別と人口規模区分別

て十分考慮に入れる必

要があると思わ

最後に，今後

ト調査からはい

の人口増減の状

が，５万人以上

市町村では社会

れる。

の研究課題については，次の

くつか理論的にも面白そうな

況については，５万人以下の

の市町村では自然増加となっ

減少のところが多いのに対し

２点を指摘しておきたい。１

ことが示唆されていることで

市町村では自然減少となった

たところも多数存在している

て， 万人以上の市町村では

つは，今回のアンケー

ある。例えば，自治体

ところが圧倒的に多い

。また， 万人以下の

社会増加となったとこ

（ ）



市町村人口減少の現状，影響と対策（鄭）

表

（ ）



ろも多く存在す

明らかである。

もう１つは，

立命館経済学

る。市町村の人口規模は人口

このことについては，今後理

市町村の人口減少の原因を明

（第 巻・第３ ４号）

の自然増減と社会増減と密接

論的に検討・解明していく必

らかにすることである。今回

に関連していることが

要がある。

のアンケートでは，市

町村の人口減少

口規模や地域の

れるか，市町村

は明らかにして

行動に関する理

ート調査の結果

められる。また

の現状，影響と対策などを中

区分に影響されていることを

に住む人々の生活・生産活動

いない。これからは，アンケ

論モデルを構築して，人口増

及び統計データを用いて理論

，その検証結果に基づいて，

心に調査を行ったが，人口減

指摘したものの，その他にど

の中で人口増減に影響してい

ート調査の結果を踏まえて，

減を規定する要因を明らかに

モデルから得られた結論を厳

人口減少による地域経済社会

少の原因については人

のような要因が考えら

ることは何かについて

地域住民の生活・生産

するとともに，アンケ

密に検証することが求

への影響を評価すると

ともに，人口減

１．国立社会

年１月

２．原田泰著

３．松原聡著

４．松谷明彦

少に関する地域政策を提案す

保障・人口問題研究所編『日本の

推計』（国立社会保障・人口問題

，『人口減少の経済学―少子高齢

，『人口減少時代の政策科学―現

著，『「人口減少経済」の新しい

ることが重要であると思われ

参考文献

将来推計人口―平成 （ ）

研究所， 年）

化がニッポンを救う！』（ 研

代経済の課題』（岩波書店，

公式―「縮む世界」の発想とシス

る（参考文献８を参照）。

年 年（ ）年―平成

究所， 年）

年）

テム』（日本経済新聞社，

年）

５．総理府広

６．滋賀県編

７．立命館大

アンケー

８．鄭小平著

付属

報室編『少子化に関する世論調査

『淡海エンゼルプラン』（滋賀県

学社会システム研究所・人口減少

ト調査報告書』（立命館大学社会

『地域政策の理論と実践』（大学

資料 人口減少経済社会

』（総理府広報室， 年）

， 年）

経済社会研究会編『人口減少経

システム研究所， 年）

教育出版， 年）

に関する地方自治体アンケ

済社会に関する地方自治体

ート調査票

１．貴自治体に

１―１．昭和

月１日時点

併以前の人口

昭和

昭和

おける人口増減の現状と見通

年（西暦 年）から平成

）を，次の空欄に数値をご記

は合併前の市町村の合計をお書き

年（ 年）

年（ 年）

しについてお伺いします。

年（ 年）までの貴自治体の

入下さい。（昭和 年以降市町

ください）

人

人

総人口（国勢調査ベース，

村合併があった場合は，合

平成

平成

平成

１―２．平成

点）について

２年（ 年）

７年（ 年）

年（ 年）

年度（ 年度）以降の貴自

，次表の空欄に数値をご記入

人

人

人

治体の人口動態状況（住民基

下さい。

本台帳ベース，各年度末時

（ ）



平

平

市町村人口減

出生者数（人）

成 年度

成 年度

少の現状，影響と対策（鄭）

死亡者数（人） 転入者数（人） 転出者数（人）

平

１―３．今後

みお選びの

総人口

自治体

成 年度

における貴自治体の総人口の

上，その番号に〇をお付け下

は増加するとの見通しである

の政策や努力などにより，総

見通しについて，次の項目

さい。

人口は横ばい又は増加は可

から該当するものを１つの

能であるとの見通しである。

総人口

今後の

２．人口減少

２―１．人口

の上，その

労働力

人口減

の減少は避けられないとの見

見通しは分からない

による地域社会・経済への影

減少によるマイナスの影響に

番号に〇をお付け下さい。

不足により地域産業が低迷す

少で地域の消費や住宅建設な

通しである

響についてのお考えをお伺

ついて，次の項目から該当

る

どの需要が縮小する

いします。

するものを３つまでお選び

若者の

地方税

若者の

子供の

子供同

人口減

その他

減少で介護保険や福祉給付な

収が減少し，公共サービスの

減少で地域社会の活性化が損

減少で学校が遊休してしまう

士の交流機会が減少し過保護

少により地域の治安状況が悪

（具体的に，

どへの住民負担が増大する

質が低下する，又は，負担

なわれる

などの教育問題が顕在化す

化する

が増える

る。

）

２―２．人口

上，その番

労働力

労働力

能にな

人口減

れる

減少によるプラスの影響につ

号に〇をお付け下さい。

の供給減少で地域の失業問題

減少に対応して小売業の省力

る

少により生活廃棄物（ごみな

いて，次の項目から該当す

が改善する

化や農業の規模拡大などに

ど）の排出量が減り，地域環

るものを３つまでお選びの

より労働生産性の向上が可

境への人口圧力が緩和さ

都市部

人口減

善する

人口減

子供の

子供の

では住宅・土地問題や交通混

少で農業や商業などで効率化

少で生活の豊かさと時間のゆ

減少により，受験競争の状況

減少により，小人数の教育が

雑問題などの過密状況が改

，一人当りの生産性上昇が

とりが増える

が緩和される

可能となり，教育の質が向

善される

可能になり，所得水準が改

上する

（ ）



その他

２―３．以上の

次の項目から

立命館経済学

（具体的に，

マイナス影響とプラスの影響

該当するものを１つのみお選

（第 巻・第３ ４号）

とを比較すると，どちらの方

びの上，その番号に〇をお付

）

が大きいでしょうか。

け下さい。

マイナス

マイナス

どちらと

プラスの

プラスの

３．自治体の人

の影響がより大きい

の影響がやや大きい

も言えない

影響がやや大きい

影響がより大きい

口減少への対応策についてお伺いします。

３―１．人口減

会減少（転出

ますか。次の

自然減少

自然減少

両方とも

社会減少

社会減少

少への対応策としては，人口

数の増加と転入数の減少）に関

項目から該当するものを１つ

に関する政策がとくに重要で

に関する政策がやや重要であ

同程度に重要である

に関する政策がやや重要であ

に関する政策がとくに重要で

の自然減少（特に出生数の減

するものがありますが，どち

のみお選びの上，その番号に

ある

る

る

ある

少）に関するものと，社

らの方が重要と思われ

〇をお付け下さい。

自然減少

３―２．人口の

有効と思われ

出産にか

育児休暇

保育施設

母子保健

，社会減少とも，有効な対応

自然減少を食い止めあるいは

るものを３つまでお選びの上

かる費用を助成する

制度を改善・普及させる

を充実させる

医療体制を整備する

は困難である

人口を増加させるための次の

，その番号に〇をお付け下さ

ような政策から，特に

い。

子育てや

子供の減

子育てや

独身男性

その他

３―３．人口の

有効と思われ

教育に伴う経済負担を軽減さ

少に対応して，地域独自の教

教育のための地域組織・ネッ

・女性出会いの場の事業を行

（具体的に，

社会減少を食い止めあるいは

るものを３つまでお選びの上

せる

育制度や内容を工夫する

トワークを構築する

う

人口を増加させるための次の

，その番号に〇をお付け下さ

）

ような政策から，特に

い。

労働力不

地域産業

観光産業

地域の行

地域の医

年金等の

足に対して女性や高齢者にと

を活性化し，就業機会を増や

を振興し，交流人口を増やし

財政改革を推進し，公共サー

療・介護や福祉などのサービ

社会保障にかかる費用負担を

って働きやすい職場環境を整

す

ていく

ビスを改善する

スを充実させる

軽減する

備する

（ ）



若者の

地域の

その他

市町村人口減

流出を食い止めるため高等教

まつりやイベントを開催し，

（具体的に，

少の現状，影響と対策（鄭）

育の施設を整備する

地域社会を活性化する

）

４．人口減少

４―１．現在

ようなもの

のうち一

実施又は検

工業用地

対策に関連して，自治体の産

，貴自治体あるいは都道府県

を実施ないし検討しておられ

つをお選びの上，その記号に

討しておられる施策の具体的

の造成や産業用インフラ（

業活性化政策についてさら

では，貴地域の産業活性化

ますか。次の の施策

〇をお付け下さい。なお，

な内容をその下の（ ）に

道路・港湾・用水・下水など）整

にお伺いします。

の具体的施策として，どの

についてそれぞれ ， ，

又は を選ばれた場合は，

ご記入下さい。

備によって企業を誘致す

る

．実施

（具体的に

情報通信

．実施

（具体的に

財政面の

る

している ．検

インフラの整備によってビジ

している ．検

助成措置によって，企業誘致

討している ．

ネス環境を整える

討している ．

あるいは新たな起業や地元

特に実施・検討していない

）

特に実施・検討していない

）

企業業の維持発展を支援す

．実施

（具体的に

金融面の

．実施

（具体的に

税制面の

．実施

している ．検

優遇措置によって，企業誘致

している ．検

優遇措置によって，企業誘致

している ．検

討している ．

あるいは新たな起業や地元

討している ．

あるいは新たな起業や地元

討している ．

特に実施・検討していない

）

企業の維持発展を支援する

特に実施・検討していない

）

企業の維持発展を支援する

特に実施・検討していない

（具体的に

各種ビジ

．実施

（具体的に

規制緩和

．実施

（具体的に

ネス情報の提供や異業種交流

している ．検

によってビジネス環境を整え

している ．検

の場の提供などによってビ

討している ．

る

討している ．

）

ジネス機会を創り出す

特に実施・検討していない

）

特に実施・検討していない

）

地域の大

．実施

（具体的に

地域の大

．実施

（具体的に

学や研究施設との連携を強化

している ．検

学発ベンチャーを育成する

している ．検

することで新たな技術シー

討している ．

討している ．

ズや事業機会を創り出す

特に実施・検討していない

）

特に実施・検討していない

）

（ ）



住民の居住

．実施し

（具体的に

立命館経済学

環境を改善したり住民にとっ

ている ．検討

（第 巻・第３ ４号）

て魅力ある地域作りを行うこ

している ．特に

とで企業を誘致する

実施・検討していない

）

その他

．実施し

（具体的に

４―２．貴自治

ような産業を

するものを全

をお付けくだ

ている ．検討

体では，地域経済の現状や地

核とする地域経済の発展の姿

てお選びの上，その番号に〇

さい。

している ．特に

理的条件，得意分野などの観

が望ましいとお考えでしょう

をお付け下さい。またとくに

実施・検討していない

）

点から，具体的にどの

か。次の項目から該当

重視するもの１つに◎

農林水産

生活関連

素材型製

機械組立

高度技術

建設業・

商業の活

観光産業

業の活性化

型製造業（食品，繊維，雑貨な

造業（金属・化学など）の発展

型製造業の発展・活性化

型産業（ ，ナノテク，バイオ

不動産業の発展・活性化

性化

の発展

ど）の発展・活性化

・活性化

，環境など）の発展

健康・医

レジャー

エネルギ

静脈産業

国際物流

金融関連

その他

療産業の発展

産業の発展

ー産業の発展

（廃棄物処理・リサイクル）の

や臨海・臨空産業を核とする

産業の発展

（具体的に

発展

産業の発展

）

５．人口減少対

します。

５―１．現在，

いますが，貴

を１つのみお

場合は，申請

策に関連して，現在，国が進

地域の経済を活性化し雇用機

自治体はこれにどのように取

選びの上，その番号に〇をお

や検討しておられる構造改

めている構造改革特区の政策

会を作り出すため，構造改革

り組んでおられますか。次の

付け下さい。なお，

革特区の具体的な名称や内

についてさらにお伺い

特区の認定が行われて

項目から該当するもの

のいずれを選ばれた

容を各項目の下にある

（ ）内にご

構造改革

（その具体的

構造改革

（その具体的

構造改革

記入下さい。

特区に申請し認定された

な名称

特区に申請している，または

な名称又は内容

特区への申請をすでに検討し

申請に向けて具体的に準備中

たか又は現在検討中であるが

）

である

）

，申請の目途は今のと

（ ）



ころ立っ

（その具

構造改

市町村人口減

ていない

体的な名称又は内容

革特区への申請をすでに検討

少の現状，影響と対策（鄭）

したが，申請には至らなか

）

った

（その具

構造改

５―２．５―

られる構造

目から該当

構造改

構造改

体的な名称又は内容

革特区への申請は特に考えて

１の質問で 又は を選ば

改革特区（計画）に関連して

するものを全てお選びの上，

革特区により，地域経済・産

革特区により，地域住民への

いない。

れた方へさらにお伺いしま

構造改革特区の効果をどのよ

その番号に〇をお付け下さ

業の活性化と雇用機会の拡

公共サービスの改善，利便

）

す。貴自治体で申請してお

うに考えますか。次の項

い。

大が期待できる

性の向上が期待できる

構造改

構造改

構造改

構造改

（この

革特区により，地域の施策の

革特区により，地域経済・産

革特区で認められる規制緩和

革特区で認められる規制緩和

選択 を選ばれた場合は，具体的

特色や独自性を広く宣伝す

業の停滞傾向に歯止めをか

は，当該計画を実現するに

は，当該計画を実現するに

に必要な規制緩和項目を下の空

ることができる

けることが期待できる

あたって十分なものである

あたってなお十分ではない

欄にご記入下さい）

構造改

成する

（この

革特区で認められる規制改革

ことができる

選択 を選ばれた場合は，地域独

と，地域独自の政策を組み

自の政策の具体的内容を下の空

合わせて，計画の目的を達

欄にご記入下さい）

その他

５―３．５―

をどのよう

け下さい。

本地域

済・産

（具体的に

１の質問で 又は を選ばれ

に考えますか。次の項目から

には，構造改革特区での規制

業活動が見当たらない

た方へさらにお伺いします

該当するものを全てお選び

緩和を中心とした制度改革

）

。構造改革特区政策の効果

の上，その番号に〇をお付

によって活性化が可能な経

すでに

（この

産業活性化策をとっており，

選択 を選ばれた場合は，産業活

構造改革特区に認定される

性化策の具体的内容を下の空欄

必要はない

にご記入下さい）

（ ）



構造改革

は不十分

構造改革

立命館経済学

特区に認められる規制緩和項

である

特区には国の財政措置がない

（第 巻・第３ ４号）

目では，地域経済・産業の活

ため，地域経済・産業の活性

性化と雇用機会創出に

化と雇用機会創出には

不十分で

構造改革

要がある

その他

６．市町村合併

６―１．貴自治

ある

特区に認められる規制緩和に

が，そのための財源や制度面

（具体的に

についてお伺いします。

体の市町村合併の実績と計画

加えて自治体としての独自の

に制約が強い

について，次の項目で該当す

政策を組み合わせる必

）

るものがありましたら，

その番号に○

昭和 年

現在，市

現在，市

現在，市

現在，市

その他

６―２． 又

をお付けください。

（ 年）以降，市町村合併

町村合併が決定ないしほぼ決

町村合併に向けて協議中であ

町村合併の具体的計画はない

町村合併や大規模な広域行政

（具体的に

は を選ばれた方にさらにう

を行った。

定している。

る。

が，広域行政の推進によって

推進の具体的計画はない。

かがいます。市町村合併の効

対応しようとしている。

）

果について，次の項目

のうち該当す

市町村合

民への行

市町村合

うことが

市町村合

ることが

るものの番号にいくつでも○

併によって，人口規模を拡大

政サービスを落とすことなく

併によって，人口規模を拡大

できる。

併によって，地域の中核自治

できる。

をお付けください。

することで，地域の行政の重

効率的に供給することができ

することで，新たなまちづく

体としての役割を強め，経済

複やムダをなくし，住

る。

りや産業立地促進を行

・社会的な活力を高め

市町村合

行による

その他

７．人口減少対

人口が減少し

行政のスリム

併によって，人口の一定規模

財政基盤の弱まりを改善する

（具体的に

策に関連して，貴自治体の行

，経済の成長や税収の伸びも

化，効率化，簡素化のため，

を確保することにより，人口

ことができる。

政改革に関するご意向につい

あまり期待しがたい社会にお

何をしようとお考えでしょう

減少，少子高齢化の進

）

てお伺いします。今後，

いて，貴自治体自身の

か。次の項目から該当

するものを全

市町村合

を目指す

人員の削

体に任せ

従来の行

てお選びの上，その番号に〇

併や広域行政を進めて，地方

減や予算面の削減を進め，従

る

政サービスを民間部門や非

をお付け下さい。

行財政基盤の強化，行政改革

来の行政サービスをやめるか

営利団体と連携して実施する

，住民サービスの向上

，民間部門や非営利団

（つまり， ―

（ ）



従来の

従来の

市町村人口減

方式）

公共サービスを，第３セクタ

公共サービスを， により

少の現状，影響と対策（鄭）

ーに委譲する

民間部門に委託する

自治体

よっ

自治体

自ら改

経済・

がある

の行政に，民間企業の経営管

て，行政の効率化や行政サー

方式）

はなお各種法制度，財政・税

革できる余地が限られており

産業活性化などの役割を担う

理手法や徹底した評価，競

ビスの質の向上を目指す（

制度，規制，国や都道府県

，行政組織・機構の縮小に

中心は自治体にあり，行政

争原理の導入をすることに

つまり， ―

からの委託業務などにより

は限界がある

組織・機構の縮小には限界

住民へ

行政組

その他

８．自由記入

自由にご記

の公共サービス提供の役割は

織・機構の縮小には限界があ

（具体的に

欄（人口減少およびこのアンケ

入下さい。）

民間部門などでは困難で，

る

ートに関するご意見やご感想等

自治体が担わざるを得ず，

）

ありましたら，下の空欄にご

（お忙しい中，ご協力いただき，誠にありがとうございました。）

（ ）


